
セキュリティ対策
中 小 企 業 の

対策を根本的に見直した。
Ｂ社は、「当社のような小規模企業に対して不正アク
セスが行われるとは考えていなかったため、驚いたのが
正直な感想」とコメントしている。
■内部不正疑いを機に対策強化
東京都で卸売業を営むＣ社では、元従業員による機
密情報の持ち出しが疑われる事案を経験している。元
従業員は退職前に大量のファイルをダウンロードしてい
たが、端末上の証跡を消去しており、外部専門家が調
査しても確定的な証拠を得ることができず、被害届を提
出することができなかった。
そこで、機密情報の取り扱いに関する社内規定を整
備するとともに、従業員向けの研修を実施し、会社の
情報資産に関する共通認識を持つように努めた。また、
情報資産管理やログ（記録）管理、デバイス管理を行う
システムを導入して再発防止に取り組んだ。
Ｃ社は、「被害届を提出しないと判断するまでに２年
の時間を要したが、その間、弁護士に情報提供するた
めのさまざまな作業に係る人件費以上に心的負担が大き
かった」とコメントしている。

◇　◇　◇
本調査報告書事例集についてはＩＰＡのウェブサイト
に掲載している。先に公表している調査報告書と併せて
自社の取り組みの参考にしてほしい。

（独立行政法人情報処理推進機構・江島将和）

21年度調査報告から参考事例選定
独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）は４月、

「２０２１年度中小企業における情報セキュリティ対策に
関する実態調査―事例集」を公開した。事例集では、
全国61社の多様な業種において、情報セキュリティに
関する取り組み内容が充実している、もしくは投資が多
い事例や、被害実態のある事例、サプライチェーン上で
の要請が多い事例などを選定して掲載している。主な
被害事例を紹介する。
■ウイルス感染を機に対策強化
石川県で建設業を営むＡ社では、従業員の端末でト

ロイの木馬やランサムウエアといったウイルスの感染を経
験している。ランサムウエアに感染した際は、サーバ上
のファイルが暗号化されてしまい、その解除と引き換え
に金銭の要求を受けた。この対応のために、相当の時
間と費用を費やしている。
そこで、ＩＰＡが提供する資料を参考に社内規定を整

備し、従業員に対してリテラシー向上のための周知を継
続的に行った。また、管理者権限を持つアカウントを限
定することで、ソフトウエアのインストールを制限するな
どの対策を行った。
Ａ社は、「中小企業では情報セキュリティ投資をいつ

でも十分に行えるとは限らない。そのため、従業員のリ
テラシー向上が一番の対策になるのではないか」とコメ
ントしている。
■不正アクセス被害を機に対策強化
兵庫県でサービス業を営むＢ社では、利用する外部

のホームページ作成・管理サービスへの不正アクセスの
被害を経験している。トップページの動作や画面表示
がおかしいことで気付いて調査すると、外部サービスの
安易なパスワード設定を破られて不正ログインされてしま
い、不明なファイルが設置されていた。
そこで、ＩＤ・パスワードを強固なものに変更し、ＩＰア

ドレス制御を行い社外からのアクセスを制限した。ま
た、不明なファイルを削除した。加えて、関連会社も同
じパスワードを使い回していたので別のものに変更した
り、外部サービスのアップデートのルールも定めたりと、

61社の対策事例を公開

事例集はこちら 調査報告書はこちら
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当所では「Fukuoka Growth Next」(以下、FGN)と連携し、地場中小企業とスタート
アップとのマッチング支援に取り組んでいます。
本コーナーでは、FGNに入居しているスタートアップの活動や取組みをご紹介し、
地場中小企業のイノベーションや新たな価値創出を目指します。（隔月掲載）

　「ハローワークを中心に求人募集していたが、重労働かつ汚れる仕事であることから、若い人からの応募がほとんどない」等の課題を抱えてい
らっしゃいました。弊社にご相談いただく中で、求職者が同社で働きたいと思う判断材料が乏しいことが、人材採用の機会損失を招いていると考
えました。
　そこで、「SHIRAHA」を導入いただき、自社独自の採用サイトを中心に採用導線の再設計を行いました。作業現場での写真撮影や先輩の声な
ど、就労後のイメージを伝えるコンテンツを作成し、重労働だけどやりがいがあることや、夢のある仕事であることをPRしました。
　その結果、サイト作成から３か月後に、２年ぶりの応募がありました。また、半年後には１名の採用が決定しました。

　2020年5月、新たなチャレンジとして行政と提携し、大名にUIJターン創出をテーマとしたコワーキング
スペースを開設しました。本施設ではイベント等を通じ、企業と求職者の直接的なマッチング機会の創出も
行っています。
　今後も「SHIRAHA」の普及等を通して、常識にとらわれずに、中小企業における人材採用の課題を解決
していきます。
　「現在ハローワークに登録しているけれど、思うように採用に結びついていない」などの課題をお持ちの
企業様は、ぜひ弊社にご相談ください。
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［住所］
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ハブアンドコー

　多くの中小企業がハローワークに求人登録していることから、ハローワークの求人番号に着目し、
「SHIRAHA」を開発しました。「SHIRAHA」は、ハローワークの“求人番号”を入力するだけで、自社独自の
採用サイトが瞬時にできあがる日本初のサービスです。
　現在の採用活動では、自社独自の採用サイトを基軸としたオウンドメディアリクルーティング（※１）が重要
視されていますが、自社サイトの制作には費用が掛かり、大企業に比べ資金やIT人材が不足する中小・小規
模企業はサイト構築のハードルが高いなどの課題を抱えています。
　そこで、「SHIRAHA」を活用することで、従来と比較してサイト構築にかかる所用時間を90％以上短縮
し、場合によっては数百万円のコストカットが期待できます。
　その上、自社サイトに掲載した求人は「Indeed」・「求人ボックス」「Googleお仕事検索」などの求人検索エ
ンジン連動型メディアにも自動的に一括で掲載されるため、手間なく広く募集することが可能になります。

　弊社代表の森が地元の大分県で再就職する際に、地元にはたくさんの優良企業があるのに、企業の情
報にたどりつけないジレンマがありました。インターネットが既に普及していた2010年代でさえ、地元の中
小企業にはホームページすらないところばかりだったのです。
　その経験から、ITを通じて地方の中小企業の人材採用の課題解決に寄与したいと考え、起業しました。

※1オウンドメディアリクルーティング＝自社の運営するメディア（採用サイトやSNS・社員）を軸に、自社主体で直接メッセージを発信し、共感を喚起することで人材獲得につなげていく能動的雇用形態。

コワーキングスペース「dot.」

ハローワークの“求人番号”を活用して
自社の採用サイトを瞬時に作成！
中小企業における人材採用の課題解決をサポート！

導入事例（中小製造業）

今後の展望

誰でも簡単に自社採用サイトが作れるサービス

起業のきっかけ
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